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 <要約> 

本稿では, 知的財産権に関する行政裁判のデータを用いて, 訴訟における勝訴確率, 審査

期間, 原告側の代理人の数の間の因果関係を実証的に明らかにする。本稿におけるデータ

セットでは原告が被告に対してどんな申立てをしているのかを識別できるので, それを操

作変数に用いて, 勝訴確率, 審査期間, 代理人の数の間の内生性に対処することができた。

その結果, 代理人の数が多くなると審査期間は短くなるが勝訴確率が低下し, 審査期間が

長引くと敗訴する確率が高くなることがわかった。また, 審査期間が長くなりそうなケー

スには比較的尐数の代理人が配分される傾向にあることがわかった。 
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１．はじめに 

知的財産権を保護することが企業や個人の開発へのインセンティブを高めることは様々

な論文で理論的・実証的に論じられており, それを受けてか先進諸国では知的財産権の整備

が進んでいる。日本でも 2004 年に知的財産高等裁判所設置法が制定され, 知的財産高等裁

判所が設置された。本稿では近年関心が高まりつつある知的財産の訴訟のデータを用いて, 

裁判における代理人の数や審査期間, 原告の企業の特性で勝率を説明することができるか

どうかを検証する。その際に問題になるのが, 勝訴確率, 代理人の数, 審査期間の同時決定

性であり, それはいくつかの説明変数が内生変数になることを意味し, 単に最小二乗法の

回帰分析を起こったたけでは係数の推定量の信頼性が得られない。そこで, 原告の訴えの種
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類をコントロールするダミー変数を操作変数として用いて, 内生性に対処してより信頼で

きる係数の推定値を得ることを試みた。このような, データを用いて訴訟に関して経済学的

な考察をする試みは決して新しいものではなく, 特に欧米では早くから訴訟に関するデー

タが整備されていたことから 1980 年代後半からさかんに実証分析が行われている1。しかし, 

日本のデータを用いた知的財産権に関する訴訟の実証分析はほとんど行われておらず, 筆

者の知る限り, Yuzuki (2011a, b)のみである。以下では, 先行研究でどんな分析が行われてい

るのかを簡単に紹介する。 

企業の特性を用いて, 知的財産の裁判における企業行動を説明する研究は, 主に米国を

中心に行われており, 例えば, Bessen and Meurer (2005) はアメリカの企業のデータと知的財

産の訴訟のデータをマッチさせて, 企業の特性と訴訟に関わる確率の関係を検証している。

これによると, 技術が遠い企業同士の訴訟は全体の 63％を占め, 技術が近い企業同士の訴

訟は全体の 37％程度でしかない。つまり, 技術が互いに近いような企業は互いにパテント

を引用し合っているようなケースが多く, 訴訟に発展するケースが尐なくなることを示唆

している2。また, 従業員一人あたりの特許の数が 1％増えれば, 訴訟に関わる確率が 0.40％

上昇し, 従業員の数が 1％増えれば訴訟に関わる確率が 0.54％上昇することが示されている。

そして, 従業員一人あたりの R&D 支出の係数はほぼ 0 で, 訴訟に関わる確率に大きな影響

を与えないことが示されている。また, 資本集約的な企業は訴訟に関わる確率が低いことが

明らかになっている。これは, Bessen and Meurer (2005) の説明によると, ホールドアップの

リスクを嫌って調停を選択するケースが多いためであるという3。 

Hall and Rosemarie (2007) はアメリカの半導体産業の企業データとの知的財産訴訟のデー

タをマッチさせて, 企業の特性を用いて訴訟に巻き込まれる確率を説明できるかどうか検

証している。彼らの研究によると, 従業員数で測った企業規模が 1％大きくなると, 訴訟に

関わる確率が 0.6％上昇し, 被告となる確率が 0.38％上昇し, 原告となる確率が 0.26％上昇

する。また, R&D 集約度が 1％上昇すると, 訴訟に関わる確率が 0.49％上昇する。これらの

結果は, 大きな企業ほど, そして技術開発を積極的に行っている企業ほど訴訟に関わる確

率が高くなることを示しており, 直観に反しない。しかし, Bessen and Meurer (2005) の結果

に反して, 労働者一人あたりの資本で測った資本集約度の統計的に有意ではないが訴訟に

関わる確率と正の相関関係にある。 

以上の 2 つの研究は, 企業が訴訟に関わるか否かを企業の特徴で説明できるかどうかを

検証したものであるが, 他にも, 調停に落ち着くのかあるいは裁判まで発展するのかどう

                                                   
1 詳しくは Lanjouw and Lerner (1997) のサーベイ論文を参照して欲しい。 
2 「技術が近い/遠い」の定義は, USPTO (United States Patent Trademark Office, 米国特許商標

庁)のパテント分類に基づいて Jaffe (1986) によって考案された指標に基づくものである。 
3 他にもパテント・ポートフォリオのサイズ, 他の企業のパテントを用いた商品の数, 産業

ダミーなどが説明変数として組み込まれている。ポートフォリオ・サイズの符号は正で統

計的に有意であるが, 他の企業のパテントを用いた商品の数の符号は負で統計的に有意で

はなく, 産業ダミーも有意ではなかった。 
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かを企業の特徴で説明しようとする研究も多くなされている。例えば, Somaya (2003) は, 

1975 年から 1995 年までのアメリカの化学産業, コンピューター産業の企業の特許データと

知的財産訴訟のデータを用いて, 企業の特許の引用件数とその事案が調停に落ち着く確率

の関係を検証している。彼は, ある特許の引用特許を同一企業が取得しているという自己引

用が多い企業は調停に落ち着くことなく裁判まで発展しやすいという戦略的利害関係仮説 

(Strategic Stakes Hypothesis) と, 逆に自己引用の多い企業は調停に落ち着くケースが多くな

るという相互ホールドアップ仮説 (Mutual Holdup Hypothesis) の 2 つの相反する仮説を提唱

してどちらの仮説が正しいのかを実証的に検証している4。そして, 実証分析から自己引用

件数と裁判の頻度が正の相関関係にあることから, 戦略的利害関係仮説が支配的な影響を

与えていることを示している。Cremers (2005, 2009) も, ドイツの知的財産裁判のデータを

用いて, 多く引用されている特許は裁判に発展する確率が高くなることを示している。 

このように, 企業の特性と「訴訟に関わるか否か」, 「調停するのか裁判まで発展するの

か」などの企業行動を関連させる研究は多く行われている。しかし, 本稿における分析は大

きく 3 つの点で先行研究とは異なる。第 1 に, 先行研究で使用されているデータは企業同士

で裁判を行う民事裁判であるが, 本稿で分析する係争はすべて企業 (あるいは個人) が特許

庁長官を相手に争う行政裁判であるということである。第 2 に, データの制約上, 「訴訟に

関わるか否か」, 「調停するのか裁判まで発展するのか」は確認できないため, 「勝訴する

か否か」と代理人の数, 審査期間の間の因果関係に焦点を当てて分析を行ったことである5。

第 3 に, 先行研究はアメリカやドイツなどの訴訟の包括的なデータが入手できる国を対象

に行ったものであったが, 本稿の分析は日本のデータを用いたものである。日本では他の先

進諸国に比較して, 裁判に関するデータが公開されてこなかったことから, この分野の実

証分析は進んでおらず, 先にも述べた様に, 日本のデータを用いた研究は私が知る限り

Yuzuki (2011a, b) のみである。Yuzuki (2011a) は, 日本の知的財産に関する民事訴訟のデー

タを用いて, 特許明細上に記載された請求項 (その発明に欠くことができない項目, 権利, 

範囲を示す説明文) の数と勝率に間に有意な正の相関関係があること, そして, 引用数と勝

率の間には有意な相関関係がないことを示した。 

ここでは, 日本の知的財産に関する訴訟, とりわけ, 知的財産に関する行政訴訟のデータ

                                                   
4 戦略的利害関係仮説は, 頻繁に訴訟に関わるような企業は自己引用して自分の特許を強

化しようとするので, 自己引用が多くなるので, 自己引用件数と裁判の頻度が正の相関関

係になるという仮説であり, 相互ホールドアップ仮説は, 自己引用件数が多いと訴訟に発

展したときのリスクが大きくなるので, リスクを回避するために調停を選択することが多

くなるために自己引用件数と裁判の頻度が負の相関関係になるという仮説である。 
5 訴訟に関わる企業は日経ニーズや会社財務カルテ (東洋経済新報社) のような企業デー

タベースに掲載されていない有限企業などの中小企業も多く含まれるため, 包括的な企業

データと訴訟データをリンクさせて, どのような企業が訴訟に関わりやすいのかどうかを

分析することはできない。また, 行政裁判の性質上, 調停に落ち着くケースはごく稀であり, 

調停の事案はデータとして入手できないため, 企業の特徴と調停しやすいのかどうかの関

係を分析することもできない。 
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を用いて, 勝訴確率や審査期間, 代理人の数がどのような要因から決まっているのかを計

量経済学的な手法を用いて検証する。ここで用いる訴訟データはすべて行政訴訟なので, す

べてのケースで被告は特許庁長官ということになる。原告は企業であったり個人であった

り様々である。原告は, 例えば, 登録されるべきでなかった特許や商標を無効にするために, 

あるいは審査官の下した拒絶査定に対して不服を申し立てる目的で訴訟を起こす。これら

の裁判が原告の勝利で終わるのか, あるいは訴えが認められないのか, 代理人の数や審査

期間, 原告の特性から説明できるのかどうかはとても興味深く, 議論するに値する。しかし, 

例えば代理人の数が勝訴確率に与える影響を分析するときに注意をしなければならないの

は, 代理人の数と勝訴確率の間の同時決定性である。つまり, 代理人の数が勝訴確率に影響

を与えると同時に, 勝訴確率もまた代理人の数に影響することが考えられる6。このような

とき, 単に最小二乗法の回帰分析をしただけでは係数の推定量の一致性や不偏性が保証さ

れないことが知られている。そこで, 原告がどんな申立てをしたかを示すダミー変数を操作

変数として用いて, 係数をより正確に推定することができた7。この, 原告の申立てを表すダ

ミー変数は, 「無効の審決」ダミー, 「訂正の審決」ダミー, 「拒絶査定不服の審決」ダミ

ー, 「異議の決定」ダミーの 4 つのダミー変数から成る。 

最小二乗法の推定結果と操作変数法の推定結果を比較すると, やはり, 最小二乗法の係

数には上方バイアスがあることがわかった。これは内生性から生じたものであると思われ

る。操作変数法を用いた推定の結果, 驚くべきことに, 代理人の数が多くなると審査期間は

短くなるが勝訴確率が低下し, 審査期間が長引くと敗訴する確率が高くなることがわかっ

た。また, 審査期間が長くなりそうなケースには比較的尐数の代理人が配分される傾向にあ

ることがわかった。代理人の数と勝訴確率の関係については, 直観に反するものであり, 最

適な組織の人数がどのようなものか考える組織論においても強いインプリケーションを持

つ結果である。しかし, 克服すべき問題点もある。例えば, サンプルサイズが十分に大きく

なく, 最尤推定には不向きなこと; 被説明変数が代理人の数, 審査期間であるときには過剰

識別のテストをクリアすることができず, 適切な操作変数としての性質が満たされていな

い可能性が高いことである。 

以下, 本稿は次のように構成される。次節ではデータの出所を明らかにし, 簡単にデータ

からわかる事実について議論する。3 節では計量経済分析の手法を説明し, 4 節で結果を提

示する。5 節で結論を述べる。 

 

 

 

                                                   
6 勝てそうな裁判には多くの代理人でチームを組む傾向があるとすれば, 勝訴確率は代理

人の数に正の影響を与えるし, 勝てなそうな裁判にこそ多くの代理人でチームを組む傾向

があるなら, 勝訴確率は代理人の数に負の影響を与えるだろう。 
7 しかし, 操作変数法は有限標本では一致性はあるが不偏性は保証できない, つまりバイア

スのある推定量であることがわかっている(Wooldridge, 2011; 川口, 2008 を参照のこと)。 
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２．データ 

訴訟に関するデータは特許審決データベースからダウンロードしたものを用いる。これ

は株式会社パテントビューロによって管理されている知的財産に関する裁判の審決に関す

るデータを公開しているウェブサイトである。そこでは個別の事案について, 判決, 審査期

間, 代理人, 原告企業はもちろん, 争点となる発明・考案の種類や原告の申立ての種類, 結

論の理由など事細かに記載されている。このデータベースから裁判の特性としての変数, 

（1）原告が勝訴したのかどうか8
, （2）代理人（弁護士）の数, （3）原告の申立ての種類, 

（4）原告が個人なのか法人なのか, （5）原告が法人の場合は日系企業なのか外資系企業な

のか, の以上 5 つの情報を入手してデータ化する。 

（3）の原告の申立ての種類を示す変数について簡単に説明したい。この変数は, 原告の申

立てを表すダミー変数として「無効の審決」ダミー, 「訂正の審決」ダミー, 「拒絶査定不

服の審決」ダミー, 「異議の決定」ダミーの 4 つのダミー変数から成る。原告の申立ての種

類は大きく 5 つに分けられる（無効の審決, 判定, 訂正の審決, 拒絶査定不服の審決, 異議

の決定）。「無効の審判」とは, 本来, 登録されるべきでなかった特許や商標を無効にするた

め, 特許庁に請求する審判である。「判定」とは, 発明や考案, 意匠の範囲がどこまで及ぶか, 

商標が類似しているか否かについて特許庁に見解を求める審判である。「訂正の審決」は既

に登録されている特許や商標の一部の訂正を求める審判である。「拒絶査定不服の審判」と

は, 審査官の下した拒絶査定に対して不服を申し立てる審判をいう。「異議の決定」とは, 他

人が先に商標登録出願を行い登録された場合に商標登録を取り消す訴えである9。分析に用

いられる 4 つのダミー変数は, それぞれのケースが「判定」に比較してどの程度異なるのか

を示すものとなる。 

原告となる企業の特性を表す変数は, 個々の企業のホームページから情報を入手して構

築する10。企業の規模を表す変数として, 資本金と従業員数の 2 つの変数を入手する。企業

規模として適切な変数として売上高という指標も多くの実証分析で使用されるが, 売上高

は公開していない企業が多く欠損値が多くなってしまうのでここでは使用しない。また, 理

論的バックグランウンドはないが, 多くの企業のホームページで設立年を公開しており, 

操業年数という情報が得られたためそれも企業の特性を表す変数として用いる。 

以上の, 裁判の特性を表す変数, 企業の特性を表す変数の基本統計量が表 1 に要約されて

いる。 

                                                   
8 「勝訴」の定義であるが, 原告の訴えが一部であっても何らかの形で認められた場合は「勝

訴」, 完全に何も認められずに棄却された場合を「敗訴」と定義した。 
9 これらの申立ての種類については特許庁 (2007) を参照のこと。 
10

 企業レベルのデータは, 例えば日経ニーズや東洋経済新報社の会社財務カルテなどを用

いてまとめて入手できるが, 日経ニーズは上場企業しか扱っていないため, 原告となる企

業が上場していない場合には情報を入手できない。また, 会社財務カルテなど未上場企業の

データも収録しているデータベースは多々存在するが, 有限会社のような中小企業もサン

プルの中に多く含まれるのでやはり適切ではない。 
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変数 サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小値 最大値
裁判の特性を表す 勝訴ダミー(原告勝訴=1, 敗訴=0) 424 0.17 0.37 0 1

代理人の数 424 2.53 2.64 0 22

個人ダミー（原告が個人=1) 398 0.04 0.20 0 1

外資系企業ダミー(原告が法人で外資=1) 378 0.07 0.27 0 1

判定（ダミー変数） 424 0.007 0.08 0 1

訂正の審決（ダミー変数） 424 0.14 0.12 0 1

拒絶査定不服の審決（ダミー変数） 424 0.70 0.45 0 1

異議の決定（ダミー変数） 424 0.06 0.24 0 1

企業の特性を表す ln(資本金(円)) 310 21.75 3.04 16.11 29.59

従業員数(人) 278 17536.08 50425.58 8 384586

操業年数(年) 313 50.78 26.59 1 117  

表１．基本統計量 

 

全 424 サンプルのうち, 原告が個人であるものは 18 件のみであり, 相対的に非常に尐ない。

原告が企業であるケースは 416件にのぼるが, そのうち原告が日系企業であるものは 386件, 

外資系企業であるものは 30 件である。図 1 を用いて代理人の数と審査期間の分布を確認し

ておく。 
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図１．代理人の数と審査期間の分布 

代理人の数は大きく左に歪んでおり, ほとんどの裁判で, 原告側の代理人は 1 から 5 人ので

あることがわかる。一方で, 審査期間は 200 日から 1300 日くらいのところで頻度が大きく

なっている。1400 日を越えるものとなるとかなり尐なくことがわかる。 

表 2 は原告が個人なのか企業なのか, 企業の場合は日系なのか外資なのかによって勝訴

確率などの変数の平均が変わるのかどうかを確認するために平均値の差の検定をしたもの

である。パネル A では, 原告が企業のケースと個人のケースの差異を検定した結果を報告し
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ている。これによると, 原告が個人の場合はサンプル内で 38％の確率で勝訴しているのに

対し, 原告が法人の場合は勝訴確率が 14％にまで低下する。そしてその差は 1％水準で有意

に 0 と異なる。個人の場合は, 訴訟のコストが企業に比較して高いので, 勝てるようなケー

スのみが実際に裁判に自己淘汰されているのかもしれない。裁判の期間に関しても, 原告が

個人の場合は 469 日なのに対して, 企業の場合は 714 日と長くなっている。そしてその差は

1％水準で有意に 0 と異なる。代理人の数も, 個人の場合の方が企業の場合よりも平均して

1.791 人多く雇っているようである。そして, その差は 5％水準で 0 と異なる。 

 パネル B は日系企業のケースと外資系企業のケースで勝訴確率や裁判の期間, 代理人の

数に有意な違いがないかどうかを見たものである。企業対個人のケースとは異なり, ここで

は勝訴確率と裁判の期間に有意な違いは観察されない。しかし, 外資系企業の方が日系企業

よりも平均して 1.194 人多く代理人を雇う傾向にあるようである。 

 

パネルA: 法人vs個人
法人 個人 差 標準誤差 サンプルサイズ

勝訴する確率 0.142 0.388 -0.246*** 0.086 398

裁判の期間（日） 714.212 469.298 245.031*** 80.465 398

代理人の数（人） 2.608 4.399 -1.791** 0.699 373

パネルB: 日系企業vs外資系企業
日系企業 外資系企業 差 標準誤差 サンプルサイズ

勝訴する確率 0.140 0.166 -0.025 0.066 378

裁判の期間（日） 715.747 718.260 -2.520 63.638 378

代理人の数（人） 2.506 3.699 -1.194** 0.472 356

注：***, **, *はそれぞれ1%, 5%, 10%水準で統計的に有意であることを意味する。  

表２．原告の形態別の平均勝訴確率, 審査期間, 代理人の数 

 

表 3 は原告の申立ての種類ごとの勝訴確率, 審査期間, 代理人の数の平均値をまとめたも

のである。注にもあるように, 上段にあるのはそれぞれにおける平均値で, 下段の括弧ない

にあるものは「無効の審決」の平均値との平均値の差検定をしたときの標準誤差である。

したがって, 「無効の審決」がベンチマークとなっているので「無効の審決」の場合には標

準誤差は計算されない。 

これを見ると, 「無効の審決」は勝訴する確率が 60％と非常に高いことがわかる。一方

で「判定」, 「異議の決定」はそれぞれ 33％, 42％と, 「無効の審決」に比較して勝訴する

確率が低い。「訂正の審決」, 「拒絶査定不服の審決」はそれぞれ 16.7％, 1.7％と「無効の

審決」と比較すると勝訴確率が極端に低いことがわかる。そしてそれらは 1％水準で統計的

に有意である。 

裁判の期間を見ると, 「無効の審決」の場合は平均して 376 日, 「判定」の場合は 298 日, 

「訂正の審決」は 320 日, 「異議の決定」は 414 日と, どれもあまり変わらないが, 「拒絶

査定不服の審決」だけは平均して 813 日と極端に長く, 「無効の審決」との差は 1％水準で

0 とは異なる。 
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代理人の数を見てみると, 「無効の審決」の場合は平均して 4.7 人, 「判定」の場合は 3．

7 人, 「訂正の審決」は 6.3 人, 「異議の決定」は 3.0 人と, どれもあまり変わらないが, 「拒

絶査定不服の審決」の場合は 1.9 人と他のケースと比較して人数が尐ない。そして, 「無効

の審決」との差は 1％水準で 0 と異なる。 

 

無効の審決 判定 訂正の審決 拒絶査定不服の審決 異議の決定
勝訴確率 0.600 0.333 0.167*** 0.017*** 0.423***

[Benchmark] [0.168] [0.121] [0.344] [0.064]

裁判の期間(日) 376.067 298.334 320.833 813.281*** 414.538

[Benchmark] [161.868] [116.289] [33.160] [61.407]

代理人の数(人) 4.711 3.667 6.333 1.923*** 3.042***

[Benchmark] [1.381] [0.992] [0.286] [0.541]  
注: 上段はそれぞれの申立てにおける勝訴確率, 裁判の期間, 代理人の数である。下段の括弧内は無効の審決との平均値

の差の検定をしたときの標準誤差である。***, **はそれぞれ 1％, 5％水準で有意であることを意味する。 

表３．申立ての種類別の平均勝訴確率, 審査期間, 代理人の数 

 

ここでの簡単な分析の結果から, 原告の意思決定が以下のような段階を踏んでいるものと

仮説を立てる。 

 

第 1 段階：何を訴えるかを決める（「無効の審決」なのか, 「訂正の審決」なのか…など）。 

第 2 段階：代理人の数を決める。 

第 3 段階：審査期間と勝訴なのか敗訴なのかが決まる。 

 

表 3 から, 申立ての種類のダミー変数が, 勝訴確率を説明したいときに説明変数となる変数, 

例えば, 代理人の数や裁判の期間に有意な影響を与えていることがわかるので, 勝訴確率

を被説明変数とする際に適切な操作変数となり得る。しかし, 適切な操作変数であるために

は, もう 1 つ要求されることがある。それは, 上の第 1 段階の意思決定が第 2 段階の意思決

定にのみ影響し, 第 3 段階の勝訴か敗訴かの決定には影響しないことである11。これについ

ては, 直接テストすることができないので, 過剰識別(overidentification)のテストを行って間

接的にテストする。 

この節ではデータの出所と変数について説明をして, 記述統計から全体的な傾向を俯瞰

した。次節では, 分析手法について説明し, 計量経済学的な手法を用いて勝訴確率や審査期

間が裁判の特性や原告の特性とどのように関係しているのかを明らかにしていく。 

 

 

 

 

                                                   
11 技術的には, これは構造形の回帰式の誤差項と操作変数が相関しないことを要求してい

る。 
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３．分析手法 

３－１．勝訴確率に関する分析 

ここでは Angrist and Krueger (1991) のアイディアに基づいて, 説明変数の内生性を考慮

した勝訴確率に関する分析を行う。想定する構造形の回帰式は以下の通り: 

, 0 1 2 #win i i i iD period Lawers u      Xβ   (1) 

ただし ,win iD は勝訴ダミーで, 勝訴した場合は 1, そうでなければ 0 をとる変数である。

iperiod は原告の申立てから判決が下されるまでの期間(日数)で, # iLawers は代理人の数であ

る。そして, Xは外生的な企業の特徴を表す変数を含むベクトルで, 労働者数や資本金で測

った企業の規模を表す変数と, 操業年数が含まれる。uは誤差項である。 

ここ問題となるのは, iperiod と# iLawers が内生変数となることである12。前の節での簡単

な分析から示唆されるように, winD と iperiod , winD と# iLawers はそれぞれ同時に決定する

傾向にある。つまり, 原告が敗訴するような裁判は裁判の期間が長くなる可能性があるし, 

逆に裁判が長引くと原告にとって不利になる可能性もある。また, 勝てそうな裁判にはたく

さんの代理人でチームを組む可能性があるし, 逆に代理人の数が多いと裁判に勝つ可能性

が高まるかもしれない。このような, 回帰式の右辺と左辺で因果関係がはっきりしないこと

は同時性の問題(simultaneity)と言われ, 一般に両者に正の相関があるときその変数の係数に

は正のバイアスが生じることがわかっている(Wooldridge, 2011)。また, iperiod や# iLawers , 

原告の企業の特性Xでは捉えきれない勝訴・敗訴の決定要因があるとすると, それが誤差項

uに含まれてしまうので, その未知の要因と説明変数が相関するとき関心のある 1 や 2 の

一致推定量が得られなくなってしまう。 

このような問題に対処することを目的に, 次のような誘導形の回帰式を第 1 段階に推定

する: 

0 1i iperiod e  Zγ  (2) 

0 1# i iLawers    Zδ   (3) 

ただし { , , , }Z無効の審決ダミー 訂正の審決ダミー 拒絶査定不服の審決ダミー 異議の決定ダミー , 

ie , i はそれぞれ誤差項である。原告がどんな申し立てをするかで, 代理人の数や裁判の期

間が大きく変動することは前の節の分析で確認できた。したがって, ( , ) 0iCov u Z が成立す

るならZは望ましい操作変数としての性質を満たす13。ここでの基本的なアイディアは, 原

告がどんな申立てをしたかを示すダミー変数で iperiodや# iLawers の内生変動を除去して, 

それらの変数の外生変動のみで勝訴確率との因果関係を見ようというものである。 

説明変数が 0か 1のダミー変数となっているので, 操作変数プロビットという手法を用い

                                                   
12 労働者数, 資本金, 操業年数などの企業の特性を表す変数群Xは外生変数としてみなせ

る。なぜなら, 裁判に勝つために労働者数や資本金を増やしたり, あるいは減らしたりとい

う操作は行われていないはずだからである。実際, これらの変数は内生性のテストをクリア

している。 
13 ( , ) 0iCov u Z が成立しているかどうかはテストすることができないので, ここではこの

条件が成立していると仮定して分析を進める。 
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て(1), (2), (3)の回帰式を推定する。また, 比較のために内生性を考慮しない標準的なプロビ

ット・モデルも推定する。 

 

３－２．代理人の数, 裁判に期間に関する分析 

「勝敗⇔代理人の数⇔裁判の期間⇔勝敗」の因果関係を検証したいので, 代理人の数, 裁

判の期間をそれぞれ被説明変数にした分析も行うことにする。現実的には, 代理人の数が決

まって判決が出て, 裁判の期間が決まるので, 代理人の数を被説明変数にした分析は解釈

が難しいが, 因果関係を確認するための推定であると理解して欲しい。 

代理人の数を被説明変数にするケースでは, 構造形の回帰式が,  

0 1 , 2# i win i i iLawers D period u      Xθ  (4) 

で表され, 第 1 段階の推定式が,  

, 0 1win i iD    Zμ  (5) 

0 1i iperiod e  Zγ   (6) 

で表される。ただし i と ie はそれぞれ誤差項である。Zと ,win iD に強い影響を与えているこ

とは前の節の分析からわかっているので, ここでも ( , ) 0iCov u Z が成立していれば, Zは適

切な操作変数としての性質を満たす。 

裁判の期間を被説明変数にするケースでは, 構造形の回帰式が,  

0 1 , 2 #i win i i iperiod D Lawers u      Xπ  (7) 

で表され, 第 1 段階の推定式が,  

, 0 1win i iD    Zμ  (5) 

0 1# i iLawers    Zδ   (6) 

で表される。 

 

４．分析結果 

４－１．勝率に関する分析 

内生性を考慮しない(1)式のプロビット推定結果が表４の左の列に報告されている。これ

より, 代理人の数が 1 人増えると勝訴確率が 0.018％上昇すること, 裁判の期間が 100 日伸

びると勝訴確率が 0.01％低下することが示唆される。そしてそれらの係数は 1％水準で統計

的に有意である。また, 操業年数が 1 年伸びると勝訴確率が 0.001％上昇することも示唆さ

れており, この係数も 10％水準で統計的に有意である。 

しかし, これらの結果は, 内生性を考慮しておらず, 信頼できるものではない。実際, 操

作変数プロビットを推定した際に検定された, 説明変数の外生性の Wald test は検定統計量

が 22.47 で, 1％水準で説明変数が外生変数であるという帰無仮説を棄却している。そこで, 

原告の申立てのダミー変数を操作変数とした操作変数プロビット・モデルを推定する。第 1

段階の推定結果を見ると, 代理人の数には訂正の審決ダミーが統計的に有意な影響を与え

ている。裁判の期間には, 企業の資本金の額と拒絶査定不服の審決ダミーが有意な影響を与
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えており, 1 10, 0 γ δ と結論づけられるので, 第 1 段階の推定は概ねうまくいったと言え

る。内生変数, iperiod をZに回帰したときの F 値が 54.74, # iLawers をZに回帰したときの F

値が 27.72 であったので, Staiger and Stock (1997)の基準に照らしてZは適切な操作変数であ

ることがわかった。 

第 2 段階の推定結果が一番右の列に報告されている。興味深いことに, 代理人の数の符号

がマイナスになり, しかも 1％水準で統計的に有意である。やはり, 内生性を考慮しない推

定でプラス方向のバイアスがあったことになる。ここでの推定結果を信頼するとすれば, 典

型的な係争において, 代理人の数が増えることで逆にチームワークが悪くなってしまった

り, チーム内でモラルハザードが起こって裁判におけるパフォーマンスが悪くなってしま

うということがあるのかもしれない。したがって, ここでの分析結果は最適な意思決定チー

ムの人数が何人なのかという, 組織論においても重要なインプリケーションを持つかもし

れない。 

 

内生性を考慮し
ない推定
プロビット 操作変数プロビット
限界効果 限界効果

被説明変数 勝訴ダミー 代理人の数 裁判の期間 勝訴ダミー
代理人の数 0.018*** -0.224***

[3.10] [-2.71]

裁判の期間 -0.0001*** -0.003***

[-3.33] [-13.97]

操業年数 0.001* 0.005 0.152 -0.002

[1.85] [1.00] [0.21] [0.45]

労働者数 -3.93e-07 1.1e-06 -0.0002 -1.7e-06

[-0.69] [0.37] [-0.56] [-0.65]

資本金 -0.008 0.043 -13.250** 0.002

[-1.35] [0.88] [-2.01] [0.06]

無効の審決ダミー 1.071 -73.833

[0.82] [-0.63]

訂正の審決ダミー 6.305*** -181.111

[3.71] [-0.96]

拒絶査定不服の審決ダミー -2.068 408.700***

[-1.60] [3.31]

定数項 13.412 1027.722

[1.21] [0.69]

LR Chi2(5) 46.980 225.51

Prob (Chi2) 0.000 0.000

Pseud R-sq. 0.263

Log Likelihood -65.982 -2269.362

Wald test of exogeneity: Chi2(2) 305.03

Prob (Wald test) 0.000

サンプルサイズ 248 248 248 248

第1段階(1) 第1段階(2)

内生性を考慮した推定

 

  注：括弧内は z 値である。***, **, *はそれぞれ 1%, 5%, 10%水準で有意であることを意味する。プロビット推定結果

は, 推定の結果得られた係数ではなく, 限界効果を報告している。だから定数項の値が報告されていない。 

表４：勝訴確率に関するプロビット推定, 操作変数プロビット推定の結果 

 

裁判の期間の係数については, 標準的なプロビット・モデルと結果と符号は同じである。た
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だし限界効果が－0.0001 から－0.0030 にやや小さくなっている。やはり, 内生性を考慮しな

い推定では上方バイアスがあったことが示唆される。 

操業年数, 労働者数, 資本金などの企業の特性を示す変数の係数は統計的に有意ではな

く, 勝訴確率に有意な影響を与えているとは言えない。 

最後に, 操作変数が構造形の回帰式の誤差項と相関していないかを, 過剰識別のテスト

を用いて間接的にテストする14。筆者が用いている計量ソフトでは, 操作変数プロビットを

推定したときに過剰識別のテストを実行できないので, 直交条件を設定して GMM 推定を

行い, 過剰識別のテストを行った。その結果得られた検定統計量(Hansen’s J Chi2(1))は, 1.744 

(p 値が 0.187)であったので, 過剰識別がないことを示唆している。したがって, データ上は

第 2 節で立てた仮説は正しいものと判断できる。 

 

４－２．代理人の数, 裁判の期間に関する分析 

 (4)式を内生性を考慮せずに OLS で推定した結果が一番左の列に報告されている。これ

より, 表 4 の結果と似たような結果が得られたことがわかる。OLS の場合は, 勝訴ダミーは

代理人の数に優位な正の影響を与えている。現実には, 明らかに代理人の数が決まったあと

に勝敗が決するので, この結果の解釈は難しいが, 典型的な裁判で勝った場合には, 代理人

の数が多いということである。裁判の期間については, 係数がマイナスで 1％水準で統計的

に有意である。裁判の期間が 1 日長くなると, 原告が勝つ確率が 0.002％だけ低下するとい

うことである。 

しかし, このOLSの推定結果は, 先ほどから議論されているように, 内生性が考慮されて

いないので信頼できる結果とは言えない。そこで, 申立てのダミー変数を操作変数とした操

作変数法を用いて推定する。第 1 段階の推定結果を見ると, 勝訴ダミーには無効の審決ダミ

ーが, 裁判に期間には資本金, 訂正の審決ダミーが有意な影響を与えていることがわかる。

勝訴ダミーをZに回帰したときの F値が 20.24 であり, やはり Staiger and Stock (1997)の基準

に照らしてZは適切な操作変数であることがわる。 

拒絶査定不服のダミー, 異議の決定のダミーが第 1 段階の推定で使用されていないのは, す

べてのダミー変数を用いた操作変数推定における過剰識別のテストで過剰識別であると判

断されたからである。Sargan テストでは検定統計量が 9.369 (p 値が 0.002), Basmann テスト

では検定統計量が 9.462 (p 値が 0.002)であった。1 つずつダミー変数を除いていっても「ち

ょうど識別」になるまで過剰識別でないという帰無仮説は棄却され続けた15。ここでの結果 

                                                   
14 これは, 厳密には, 操作変数と構造形の回帰式の誤差項が相関しているかどうかをテス

トするものではなく, 操作変数の数が推定するパラメーターの数よりも多いときに, 操作

変数が余分(redundant)でないかどうかをテストするものである。だから, ちょうど識別され

る(just identified)ときにはこのテストを行うことができない。 
15

 内生変数が 2 つなので, 操作変数を 2 つ使用しているが, どの操作変数を使用するかで推

定結果が大きく変化することはない。 
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内生性を考慮
しない推定

OLS 第1段階(1) 第1段階(2) 2SLS

被説明変数 弁護士の数 勝訴ダミー 裁判の期間 代理人の数
勝訴ダミー 2.148*** -1.360

[4.82] [-0.73]

裁判の期間 -0.002*** -0.008***

[-5.25] [-4.24]

操業年数 0.006 -0.0001 0.087 -0.003

[1.16] [-0.28] [0.12] [-0.51]

労働者数 2.2e-07 -2.3e-07 -0.0002 -1.4e-06

[0.07] [-0.59] [-0.52] [-0.31]

資本金 -0.023 0.001 -14.032** -0.030

[-0.43] [1.51] [-2.14] [-0.42]

無効の審決ダミー 0.537*** 175.011

[4.67] [1.47]

訂正の審決ダミー

拒絶査定不服の審決ダミー -0.003 -646.751***

[-0.03] [5.66]

定数項 18.11 -0.585 680.703 17.39

[1.47] [-0.40] [0.45] [1.04]

Adj. R-sq. 0.240 0.43 0.385

F-statistics 16.560 32.01 31.91

Prob (F-statistics) 0.000 0.000 0.000

Wald Chi2(5) 66.89

Prob (Chi2(5)) 0.000

サンプルサイズ 248 248 248 248

内生性を考慮した推定

 
注：括弧内は t 値あるいは z 値である。***, **, *はそれぞれ 1%, 5%, 10%水準で有意であることを意味する。 

表５：代理人の数に関する OLS, IV 推定の結果 

 

は望ましくないものであり, 操作変数が構造形の回帰式の誤差項と相関していることを示

唆している。したがって, ここで 2SLS の推定から得られた結果にはバイアスがあると考え

られる。 

表 5 の一番右の列に第 2 段階の推定結果が報告されている。これもやはり, 表 4 の結果と

よく似ている。OLS の場合は勝訴ダミーの係数が正だったのが, 操作変数法で推定すると係

数がマイナスになっている。しかし, 統計的に有意ではない。つまり, 勝つかどうかは代理

人の数には影響しないという, 現実的な結果が得られている。一方で, 裁判の期間が長くな

るような裁判は代理人の数が尐ないという結果は OLS の結果と変わらない。長引きそうな

裁判に資源を投入しても無駄になったときの代償が大きいので, 尐数精鋭で臨むのかもし

れない。 

企業の特性を示す変数は OLS でも操作変数法による推定でも統計的に有意ではない。 

2 つの内生変数 (勝訴ダミー, 裁判の期間) が本当に内生変数なのかどうかをテストする

Durbin-Wu-Hausmanテストをすると, 得られた検定統計量が37.307 (p値が0.000)であったの

で, それらの変数が外生変数であるという帰無仮説は 1％水準で棄却された。だから, 内生

性を考慮して操作変数推定することの意義が再確認された。 
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裁判の期間を被説明変数にした推定結果が表 6 に要約されている。まず, 一番左の列に

OLS 推定の結果を報告している。これによると, 勝訴ダミーの係数が－200 で, 1％水準で統

計的に有意である。だから, 勝つような裁判は裁判の期間が平均して 200 日短いということ

である。代理人の数の係数は－43 でこれも 1％水準で有意である。つまり, 代理人の数が 1

人増えると裁判の期間が 43 日短くなることを示唆している。しかし, 内生性を考慮して操

作変数法を用いて推定すると, ここでも係数の推定値が大きく変わった。 

まず第 1 段階の推定結果を見てみよう。勝訴ダミーには無効の審決ダミーが有意な影響

を与えており, 代理人の数には無効の審決ダミーと拒絶査定不服の審決ダミーが有意な影

響を与えている。勝訴ダミーを被説明変数にした回帰式では, F 値が 38.550, 代理人の数を

被説明変数にした回帰式では F値が 27.650 あるので, ここでも Staiger and Stock (1997) の基

準を満たしていることがわかる。訂正の審決ダミーが分析から除外されているのは, 過剰識

別のテストでその変数を除外することを強く勧める結果が出たからである。すべての申立

ての種類のダミー変数を入れて過剰識別のテストを行うと, Sargan テストの検定統計量が

9.370 (p 値が 0.002), Basmann テストの検定統計量が 9.467 (p 値が 0.002) であったので, 過剰

に識別されているという結果が出た。 

 

内生性を考慮
しない推定

OLS 第1段階(1) 第1段階(2) 2SLS

被説明変数 裁判の期間 勝訴ダミー 代理人の数 裁判の期間
勝訴ダミー -200.014*** -161.987

[-3.21] [-0.85]

代理人の数 -43.504*** -119.071***

[-5.25] [-4.24]

操業年数 -0.643 -0.0001 0.004 -0.476

[-0.79] [-0.28] [0.63] [-0.49]

労働者数 -0.0001 -2.3e-07 6.5e-07 -0.0002

[-0.27] [-0.59] [0.21] [-0.31]

資本金 0.205 0.009 0.074 -3.650

[0.03] [1.49] [1.41] [-0.42]

無効の審決ダミー 0.537*** -2.201***

[4.67] [-2.39]

訂正の審決ダミー

拒絶査定不服の審決ダミー -0.003 -5.427***

[-0.03] [-6.21]

定数項 -395.435 -0.585 12.47 2071.319

[-0.24] [-0.40] [1.07] [1.04]

Adj. R-sq. 0.196 0.432 0.350

F-statistics 13.070 38.550 27.650

Prob (F-statistics) 0.000 0.000 0.000

Wald Chi2(5) 90.370

Prob (Chi2(5)) 0.000

サンプルサイズ 248 248 248 248

内生性を考慮した推定

 
注：括弧内は t 値あるいは z 値である。***, **, *はそれぞれ 1%, 5%, 10%水準で有意であることを意味する。 

表６：代理人の数に関する OLS, IV 推定の結果 
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1 つずつ操作変数を除外していっても, やはり, 「ちょうど識別」になるまで操作変数を除

外する結果が得られた。ここでの結果は望ましくないものであり, 操作変数が「裁判の期間」

を説明する上で余分(redundant)でないことを強く示唆している。したがって, 操作変数と構

造形の回帰式の誤差項が相関している可能性が非常に高いので, 2SLS の推定量も OLS 同様

にバイアスがある可能性が高い。 

第 2 段階の推定結果を見ると, 勝訴ダミーの係数の絶対値が小さくなった上に, 統計的に

有意でなくなった。つまり, 勝つような裁判は期間が短いとか, 負けるような裁判は期間が

長いということはないということである。一方で, 代理人の数の係数の絶対値は大きくなり, 

かつ, ここでも 1％水準で有意である。代理人の数が 1 人増えると, 裁判の期間が 119 日も

短くなることを示唆している。企業の特性を表す変数はここでも統計的に有意ではない。 

最後に, 勝訴ダミー, 代理人の数の 2 つの内生変数が本当に内生変数なのかどうかをテス

トする。Durbin-Wu-Hausman テストを行うと, 検定統計量が 59.737 (p 値が 0.000) となり, 2

つの説明変数がともに外生変数であるという帰無仮説が 1％水準で棄却された。したがって, 

この分析からも操作変数法を用いる意義が確認できる。 

 

５．結論 

本稿では, 勝訴確率, 代理人の数, 審査期間の間の因果関係を, 原告の申立ての種類を示

すダミー変数を操作変数として操作変数法を用いて推定した。最小二乗法の推定結果と操

作変数法の推定結果を比較すると, やはり, 最小二乗法の係数には上方バイアスがあるこ

とがわかった。これは内生性から生じたものであると思われる。操作変数法を用いた推定

の結果, 代理人の数が多くなると審査期間は短くなるが勝訴確率が低下し, 審査期間が長

引くと敗訴する確率が高くなることがわかった。また, 審査期間が長くなりそうなケースに

は比較的尐数の代理人が配分される傾向にあることがわかった。代理人の数と勝訴確率の

関係については, 直観に反するものであり, 最適な組織の人数がどのようなものか考える

組織論においても強いインプリケーションを持つ結果である。 

しかし, ここでの分析はいくつか問題を抱えている。第 1 に, サンプルサイズが十分に大

きくないので最尤推定を行う操作変数プロビットには不向きなことである。そして, 被説明

変数に代理人の数, 審査期間を選択した際には, ある意味仮説と整合的であるが, 過剰識別

のテストをクリアすることができず, 原告の申立ての種類のダミー変数が適切な操作変数

とは言えないことである。したがって, そこで得られた係数の推定値にもはやりバイアスが

ある。また, ここで得られた結果が知的財産権に関する行政裁判に特異なものなのか, それ

ともどんな裁判でも普遍的に観察されるものなのかを他の種類の訴訟のデータを用いて検

証していくことも必要であろう。 
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